
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 H31 H32

基本方針 予算額
（千円）

1,487,156

施策名 決算額
（千円）

1,608,441

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

平 成 ２ ８ 年 度　　　　

所属部 社会福祉部 所属課 福祉総務課 正職員数

※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　　含まれておりません。

１８人
その他
職員数

４人
055-983-2613
（内線２２２８）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

１　健康・福祉を育むまちづくり

８　暮らしを守る保険・生活保障制度の運用<国保・年金>

H31 H32

所管する施策の
方向一覧

Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用 ※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

就労による生活保護廃止世
帯数

就労により廃止となった世
帯数をカウント

適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

15件

順調



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

就労による保護廃止の可能性のある世帯が減少したため、就労により廃止となった世帯数は前年度に比べ減少してしまった。しかし、就労世帯数
はＨ27年度が86世帯だったのに対し、Ｈ28年度は94世帯と増加しているため、生活保護受給者就労指導は一定の効果があった。
また、一時生活支援事業、生活支援センター等の活用により、生活保護の世帯数は前年度より微増（２３件増加）にとどまった。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

自立相談支援事業と住居確保給付金の支給を行うほか、就労準備支援事業と一時生活支援事業を活用しながら生活保護制度の適正実施を図る。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

ハローワーク、医療機関、介護施設などの関係機関と連携を密にし、生活困窮者自立支援事業の事業メニューの活用し、困窮者からの相談をより
多く受けられるようにして生活保護制度の適正実施を図る。

施策の方向 Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

平成２７年度は、生活支援センターそのものの周知に力を入れる方針をとったが、平成２８年度は、住居確保給付金や、就労準備支援事業など、個
別の事業メニューについての周知も行うことで、様々な困窮者からの相談をより多く受けられるようにして生活保護制度の適正実施を図る。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 729件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 1,566,135,991円

達成状況 達成

行政改革
大綱にお
ける取組

2 扶助費支給 支給額 維持

1 扶助費支給
被保護世帯数（年度
平均）

維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度 H28 H29 H30 H31 H32
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

１　生活保護扶助事
業



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

1,444,587 (360,772)

1,566,136 (403,847)

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用

H32歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円）

１　生活保護扶助事業(01.03.03.02.010.01） 増大 被保護者の増加による



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

施策の方向 Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

事業初年度である平成２７年度は、生活支援センターそのものの周知に力を入れる方針をとったが、平成２８年度は、住居確保給付金や、就労準備
支援事業など、個別の事業メニューについての周知も行うことで、様々な困窮者からの相談をより多く受けられるようにしていきたい。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

ハローワークなどの関係機関と連携を密にし、生活困窮者自立支援事業の事業メニューの活用を対象者に案内してもらえるよう依頼する。また、当
該制度を案内するチラシなどを関係機関等で配布してもらうことで、積極的に周知を図る。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

相談件数について平成27年度は350件であり、平成28年度は349件の横ばいであったが、支援プランを作成し、断続的な支援を行った件数について
は、平成27年度は77件、平成28年度は94件であり増加した。チラシの配布等による積極的な周知により、生活困窮者への効果的な支援が行う事が
できた。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

平成２８年度に引き続き、ハローワーク等の関係機関との連携を蜜にし、対象者への積極的な周知を図り、困窮者からの相談をより多く受けられる
ようにしていきたい。

【行革取組項目】
次年度の対応方針



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 349件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 94件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 7件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 4件

達成状況 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 4件

達成状況 達成

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 H31 H32

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

2 プラン作成件数
相談者の自立に向け
たプランの作成件数

維持

1 相談受付件数
生活困窮者等からの
相談件数

維持

1 支給決定業務 申請件数 維持

3
住宅確保給付金決定
件数

住居確保給付金の支
給決定件数

維持

2 生活資金貸付 貸付件数 維持

１　生活困窮者自立
支援事業

２　生活保護運
営対策事業



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

28,170 (7,679)

27,826 (8,883)

14,399 (10,203)

14,479 (10,421)

Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） H31歳出（千円） H32歳出（千円）

1　生活困窮者自立支援事業
(01.03.01.01.020.010）

増大 H28はほぼ前年同額

行政改革
大綱にお
ける取組

2　生活保護運営対策事業
(01.03.03.01.020.01)

維持
生活保護システムの更
新に伴う使用料の増加



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

生活保護扶助
事業

3736H

生活困窮者自
立支援事業

933H 1867H

生活保護運営
対策事業

15993H 1867H

055-983-2613

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ８　暮らしを守る保険・生活保障制度の運用<国保・年金>

１　健康・福祉を育むまちづくり

その他職員数 ４人
（内線２２２８）

4月 5月 6月 7月 8月 3月
従事見込時間数

平成28年度　スケジュール表 所属部 社会福祉部 所属課 福祉総務課 正職員数 １８人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名

生活保護相談受付・調査・決定・指導等事務 

生活資金貸付の相談受付・調査・決定等事務 

生活保護費支給等事務 

・自立相談支援 

・住居確保給付 

・就労準備支援 

・一時生活支援 


